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 火山災害の特徴 

 火山ハザードマップを考えるときには、火山

災害の現象とその範囲がハザードとなるた

め、火山現象の特徴とその被害を知ることが

重要である。 

 一般的に言われている火山災害の特徴は、①

現象が多様、速度が速い、②人的被害、特に

死者が多い、③災害が広域化する、④災害が

長期化する、である。 

 現象が多様とあるが、多くある現象のすべて

が発生するわけではなく、いくつかが発生す

る。また、現象の速度についても幅がある。 

 浅間山で発生する現象は、噴石、溶岩流、火

砕流、融雪型火山泥流、降灰後の土石流、降

灰などである。 

 噴石は、2018 年の本白根山噴火でも発生し死

者を出している。溶岩流は、伊豆大島で発生

している。 

 火砕流は、雲仙普賢岳で発生しており、温度

は 400℃程度である。速度の問題もあるが、

どこを火砕流が流れるかが問題である。流れ

る量によっては谷が埋まってしまうこともあ

り、その結果、谷の最深部の位置が変わって

しまい、予想もしないところへ流れる。その

ため、雲仙普賢岳では、地形を分析し、今で

いうリアルタイムハザードマップを作った。 

 ハザードマップは、地形を考えて危険区域を

知らせるために作成するものである。 

 融雪型火山泥流は、噴出物の熱で雪が解けて

発生するもので、1926 年の十勝岳で発生した

融雪型火山泥流は、「ぬるま湯のような泥流だ

った」との記録がある。 

 頻度が高いのは、降灰であり、降灰後の土石

流である。降灰後の土石流が発生しやすい理

由は、山腹斜面に火山灰が堆積すると防水幕を作る働きがあり、雨水は表面流と

して流れる。雲仙普賢岳では、時間雨量 10mm 程度の降水量で発生し、10 年間で

60 回程度発生している。 
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 火山災害の脆弱性 

 火山災害は、発生頻度が低いため、平時の対

応ができていない。 

 住民も分からないため、防災意識が低いまま

である。 

 発生する現象が多様であることから、現象毎

に対応する必要がある。 

 同じ火山でも噴火ごとに火口の位置や発生

する現象・規模が異なり、想定しない火口からでも噴火する可能性がある。 

 長期化する火山災害への対応策が十分できていない。 

 

 火山防災対策 

 火山防災対策には、砂防堰堤の設置などのハ

ード対策と避難計画等避難体制のソフト対

策がある。 

 活火山法が平成 27 年に改正され、噴火シナ

リオと火山ハザードマップをしっかり作り、

それをベースに噴火警戒レベルを設定し、避

難計画を作成する流れになった。 

 

 火山ハザードマップとは 

 危険な火山現象の影響範囲をある条件下で

地図上に示したものであり、科学的根拠を示

す必要がある。 

 協議会内では、火山ハザードマップで示され

ている内容について認識を共有しておくこ

とが大切である。 

 火山防災マップとは、火山ハザードマップに

避難所や避難手段、避難経路などの防災情報

を載せたものであり、住民等に配布してい

る。観光客等にも配布されているが、住民と

登山者、観光客、外国人観光客向けのマップ

が、すべて同じマップで良いかという問題が

ある。 

 火山ハザードマップがあれば、災害は防げる

のかというと、住民が見ても分からないもの

であり、配布するだけでなく、説明をしっか

りする必要がある。 
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 火山ハザードマップと災害事例 

 火山ハザードマップを上手く活用した例とし

て、有珠山の例がある。有珠山では、ハザード

マップができており、住民にも理解され、行政

の避難の呼び掛けに応じるなどいくつかの条

件が重なった結果である。 

 上手くいかなかった例として、1985 年のネバ

ド・デル・ルイス火山の例がある。池谷委員も

政府調査団として当時 1 ヶ月ほど現地を訪れ

ている。噴火によって雪氷が解け、融雪型火山

泥流が発生し、約 2 万 5 千人の死者が出た。

実は、鉱山地質研究所が火山ハザードマップ

を作成し、行政や住民に説明したが、避難が十

分に行われなかった。航空写真から被害範囲

を図化すると、火山ハザードマップとほとん

ど同じ範囲であった。 

 火山ハザードマップがあるだけでは、被害は

防げない。噴火の際、火山ハザードマップを見

て安全なところへ避難するなど、火山ハザー

ドマップを生かせるようにする必要がある。 

 では、日本ではどうかというと、国交省の政策

レビューを見ると「ハザードマップは有効か」

との質問に 9 割程度の人が「有効だ」と回答

している。しかし、当時の火山情報である臨時

火山情報が発表された際、「火山ハザードマップを見たか」との質問は、約 7 割

の人が火山ハザードマップを見ていないと回答している。 

 

 火山ハザードマップをどう生かすか 

 火山ハザードマップを生かすためには、住民

に理解してもらい、対象とする現象のメカニ

ズムが科学的に解明されていることが前提と

なる。 

 火山ハザードマップの条件と異なる噴火が発

生した場合は、雲仙普賢岳の例でみると、噴火

に合わせて、新たに作成している。これがリア

ルタイムハザードマップであり、国交省が作

成に力を入れている。 
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 リアルタイムハザードマップは、現象に合わ

せてシミュレーションを行うリアルタイムア

ナリシス型とあらかじめ複数の条件でシミュ

レーションを行っておき発生した現象に合わ

せ該当するものを使用するプレアナリシス型

の 2種類がある。 

 富士山では、噴火警戒レベルと組み合わせて

活用されており、噴火警戒レベルが２に引上

げられると火山ハザードマップ内、特定のエ

リアを立入禁止にするなどの対応が決められ

ている。 

 浅間山でも噴火警戒レベルや小中規模の火山

ハザードマップがある。特に、火山ハザードマ

ップは、どの範囲までが歩行可能で、どの範囲

までが建物が壊れるなどが示されており、日

本でも進んでいる火山ハザードマップであ

る。また、火山ハザードマップを基に、砂防堰

堤を設置することで、被害を減少させる計画がある。 

 

 まとめ 

 恵みを一日も長く享受するために、火山ハザ

ードマップを活用し、浅間山という火山を知

り、想定現象と危険区域を共有する。それを基

に地域の安全を確保するために、防災対策を

実施する。また、行政だけでは、十分でなく、

住民の協力を得られるよう準備しておくこと

が、平常時のやるべきことである。 

 大規模噴火の火山ハザードマップについて、

まずは過去に起こった大規模な噴火について住民に伝え、浅間山で大規模な噴火

が発生することを知らせる。また、積雪期に噴火が発生すると融雪型火山泥流が

発生することを住民に伝える。最後に、住民に伝える際、科学的根拠があるもの

として火山ハザードマップを示すことが重要であり、どう伝えるか議論していた

だきたい。 

 2000 年の有珠山噴火災害では、火山ハザードマップとホームドクターの情報、行

政の避難対応によって死者が出ることはなかった。一方で、ネバド・デル・ルイ

スのように火山ハザードマップを生かせなかった場合もある。 

 住民の皆さんを守るために、協議会の中で十分に議論し、観光客や登山者などを

含め、情報の共有、議論の幅を広げてもらえればと思う。  
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＜活動の様子＞ 
 
 
 
 


